
事務 ト

管

適合検査： の購入によ

理

る基準適合検査：

10

経

検体（基準違反：0件

費

） 10検体（基準違反

[

：0件） 10検体（基

長

準違反：0件）

期総合計

２　事業コ

画

スト

事業費等（千円）

]

平成28年度 平成29

そ

年度 平成30年度 平成

の

31年度 令和02年度

他

当初予算 決算 当初予算

分

決算 当初予算 決算 当初

野

予算 決算 計画 決算

事業

別

費 5,468 5,17

目

5 5,488 4,61

標

0 4,771 4,72

４

6 5,858 0 4,7

誰

71 0

伸び率（％） 2

も

4.6% 20.7% 0

が

.4% △10.9% △

安

13.1% 2.5% 2

心

2.8% △100% △

し

18.6% 0%

人件費

て

正規職員 42,681

住

35,608 35,7

み

33 36,052 29

続

,571 34,926

け

36,844 0 36,

ら

844 0

正規職員以外

れ

7,129 7,478

る

4,670 4,670

持

4,640 2,989

続

1,495 0 1,49

可

5 0

小計 49,810

能

43,086 40,4

な

03 40,722 34

ま

,211 37,915

ち

38,339 0 38,

事

339 0

国庫支出金 0

業

0 0 0 0 0 0 0 0 0

県

区

支出金 0 0 0 0 0 0 0

分

0 0 0

市　　債 0 0 0

(

0 0 0 1,000 0 0

2

0

そ の 他 23,4

)

81 21,444 23

自

,202 18,990

治

22,414 17,6

事

88 23,685 0 2

務

2,414 0

一般財源

法

（税等） △18,01

定

3 △16,269 △1

受

7,714 △14,3

託

80 △17,643 △

事

12,962 △18,

務

827 0 △17,64

○

3 0

所要人数 正規職員

そ

5.37 4.48 4.

の

48 4.52 3.70

他

4.37 4.61 0.

政

00 4.61 0.00

　

（人） 正規職員以外 2

策

.66 2.79 1.8

７

7 1.87 1.87 1

健

.90 0.95 0.0

康

0 0.95 0.00

主

で

な予算内訳
機械等借上

元

料（2,418千円）

気

、消耗品費（1,18

に

3千円）

暮らせ

３　目標及び実績
指

る

標名 単位 平成28年度

環

平成29年度 平成30

境

年度 平成31年度 令和

づ

02年度

活
動
指
標

食品

く

の収去等検体数
検体

目

り

標値 1500 1500

会

1500 1500 15

計

00

実績値 971 80

一

5 937

達成度(%)

般

64.73% 53.7

会

% 62.5% 0% %

家

計

庭用品の試買検体数
検

款

体
目標値 10 10 10

衛

10 10

実績値 10 1

生

0 10

達成度(%) 1

費

00% 100% 100

施

% 0% %

成
果
指
標

食品

　

の収去検査等の不適・

策

不良率
％

目標値 8 8 8

３

8 8

実績値 7.4 6.

生

9 10.0

達成度(%

活

) 108.11% 11

衛

5.9% 80.0% 0

生

% %

有害物質を含有す

事

対

る家庭用品に関する基

策

準の違反率
％

目標値 0

の

0 0 0 0

実績値 0 0 0

推

達成度(%) 100%

進

100% 100% 0%

会

%

計・ 項 保健衛生費

予算区分 目 食品衛生費

取組方針 １
衛生管理等の促進と監視の強化 大事業 食品衛生事業

中事業 食品の安全推進事業

事業種別 継続 関連個別計画 食品衛生監視指導計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担

業

当課長・Tel 生活保健課 金澤　祐子 488-5111

事業実施の根拠法令 食品衛生法、食品表示法、健康増進法　等 関連課 衛生研究所

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするた

チ

めの事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

食品の安全性を確保し、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し 食品の安全性を確保するため、和歌山市食品衛生監視指導計画に基づき、食品取扱施設等への監視・指導

、市民の健康

ェ

の保護を図る。 、食品の収去検査を実施する。また、市民や食品取扱者に対する食品衛生講習会の開催やパンフレット、

ホームページ等を通じて情報提供を行う。

事
業
内
容

平成28年度 平成29年度 平

事

成30年度 平成31年

ッ

務

度 令和02年度

食品の

事

収去検体数：971検

業

体 食品の収去検体数：

N

805検体 食品の収去

o

検体数：937検体 食

事

品関係営業施設の監視

業

指導 食品関係営業施設

名

の監視指導

（不良・不

[

適数：73件） （不良

事

・不適数：56件） （

ク

業

不良・不適数：94件

基

） 、食品の収去検査、

本

食品表示 、食品の収去

情

検査、食品表示

食品関

報

係営業施設への立入検

]

食品関係営業施設への

1

立入検 食品関係営業施

9

設への立入検 に係る相

0

談・指導、有害物質 に

食

係る相談・指導、有害

シ

品

物質

査：3,852件

の

査：3,073件 査：

安

2,808件 を含有す

全

る家庭用品の監視指 を

推

含有する家庭用品の監

進

視指

食品衛生講習会：

事

43回、1,61 食品

業

衛生講習会：46回、

事

1,57 食品衛生講習

業

会：48回、1,46

ー

区

導・試買検査、食品衛

分

生講習 導・試買検査、

(

食品衛生講習

2人 8人

1

4人 会の開催 会の開催

)

有害物質を含有する家

事

庭用品 有害物質を含有

業

する家庭用品 有害物質

経

を含有する家庭用品

の

費

購入による基準適合検

○

査： の購入による基準



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　市民の食品の安全性に対する関心が高まっているため、事業者の自主的な衛生管理を促進するとともに、引き続き食品関

係施設への監視・指導等を実施してい

４

く。

　食品衛生法の改

　

正法案が平成30年6

事

月に公布されており、

業

ＨＡＣＣＰに沿った衛

の

生管理の制度化に備え

評

、制度の普及啓発

担当

価

課評価の根拠
、事業者

評

への導入支援等、改正

価

法の施行に向け、より

基

一層の取組みが求めら

準

れている。

　毎年度、

[

食品衛生監視指導計画

妥

を作成しているが、今

当

後も、施設の規模、業

性

種、季節等に応じ、重

]

点的な監視・指導事項

事

について検討を行って

業

いく。

　また、ＨＡＣ

の

ＣＰに沿った衛生管理

ニ

の制度化に備え、従来

ー

の監視手法の見直しや

ズ

人員の確保、職員の資

は

質向上に取り組む

。

見

あ

直し・改善内容 　特に

る

、改正食品衛生法の施

か

行に向け、ＨＡＣＣＰ

○

に沿った衛生管理の制

増

度化への対応は、早急

加

に取り組む必要がある

し

。

ている 横ばい 減少している

[妥当


